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１ 用語の定義 

 

建物の保全 「建物の保全」とは、以下の二つの業務に大別できる。 
清掃、点検、保安、保守及び運転などの「維持管理」業務 
補修、改修等の「修繕」業務 

維持管理 清掃 施設の清潔さを保つばかりでなく、各種材料の劣化原因を取り除き、腐食等の進行を
遅らせる。 

点検 各部の機能や劣化・損耗の状態をあらかじめ調査することで、不良箇所の早期発見を
する。 

修繕 劣化した部位・部材又は機器の性能・機能を建設当初の状態あるいは実用上支障のな

い状態まで回復させることをいう。 
 軽微な修繕 部分的に劣化した部位・部材等の性能、機能を実用上支障のない状態まで回復させる。 

○少額な工事で、専門技術者でなくても、簡単に指示及び確認ができるもの 
補修 部分的に劣化した部位・部材等の性能、機能を実用上支障のない状態まで回復させる。 

○部分的に当初の機能や環境を維持するため必要となった工事や緊急な対応が必要

となった工事 
改修 劣化した建物等の性能・機能を現状（初期の水準）を越える状態まで改善する。 

○全体的に機能や環境を初期の水準以上に改善する工事 
○施設の用途変更、法令改正、周辺環境の変化等に伴い必要となった工事 

 大規模

改修 
施設全体を対象に、経年劣化した部位や耐用年数を迎えた設備等の性能・機能を一度

に（大規模）に改修 
更新 施設を再建設（建替え）、劣化した部位・部材あるいは機器を新しいものに取り替え

ることをいう。 
予防保全 計画的な修繕を行う行為。 

施設の使用中の不具合の発生を未然に防止するため規定の間隔又は基準に従って修

繕を実施し、施設の機能劣化又は不具合の発生確立を低減するために行う保全。 
事後保全 施設の機能が損なわれてから修繕対応する行為。 

施設の不具合発見後、要求機能遂行状態に修復させるために行う保全。 
公共施設等 公用又は公共の用に供し、又は供することと決定したもの（行政財産）及び行政財産

以外の財産（普通財産）のうち府が所有する建築物その他の工作物をいう。具体的に

は、いわゆるハコモノの他、道路・橋梁等の土木工作物、公営企業の施設、プラント

系施設等も含む包含的な概念である。企業会計に係る施設も含む。 
 建物（施

設） 
いわゆるハコモノ等を指す。学校、住宅、警察施設等の公共用財産に加えて、庁舎な

どの公用財産も含む。 
都市基盤

施設（イ

ンフラ） 

都市活動を支える道路や橋梁等の土木構造物。 

 

 

 

 

 

 

 



㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

北海道 7,082,349 1.30 119,242 0.02 300,984 0.06 419,254 0.08 2,530,739 0.46 1,885,141 0.34 499,729 0.09 5,465,451

青森県 2,133,491 1.56 69,090 0.05 110,933 0.08 219,061 0.16 858,660 0.63 400,146 0.29 286,253 0.21 1,372,010

岩手県 2,556,510 1.95 37,643 0.03 185,580 0.14 404,848 0.31 916,194 0.70 382,913 0.29 457,914 0.35 1,314,180

宮城県 2,757,143 1.19 128,544 0.06 177,632 0.08 275,302 0.12 1,075,346 0.46 602,463 0.26 385,439 0.17 2,318,692

秋田県 2,058,422 1.91 104,331 0.10 140,263 0.13 237,037 0.22 694,262 0.65 191,948 0.18 434,105 0.40 1,076,205

山形県 1,860,752 1.61 38,292 0.03 108,777 0.09 404,567 0.35 685,887 0.59 257,488 0.22 192,360 0.17 1,155,942

福島県 2,796,321 1.41 78,216 0.04 133,284 0.07 236,891 0.12 1,194,673 0.60 582,398 0.29 268,457 0.14 1,980,259

茨城県 3,797,052 1.27 81,011 0.03 267,661 0.09 416,122 0.14 1,547,380 0.52 883,769 0.29 427,020 0.14 2,997,072

栃木県 2,708,424 1.35 135,185 0.07 113,703 0.06 212,947 0.11 1,056,778 0.53 505,287 0.25 456,872 0.23 2,010,934

群馬県 2,922,454 1.44 141,802 0.07 210,435 0.10 243,267 0.12 1,006,506 0.50 716,266 0.35 470,351 0.23 2,023,382

埼玉県 7,980,937 1.10 98,832 0.01 389,270 0.05 363,413 0.05 2,200,145 0.30 3,446,519 0.47 1,048,075 0.14 7,272,304

千葉県 5,555,348 0.89 93,263 0.01 417,972 0.07 704,336 0.11 2,161,425 0.35 1,221,514 0.20 748,840 0.12 6,240,455

東京都 38,614,451 2.94 389,782 0.03 1,720,405 0.13 1,576,059 0.12 14,041,153 1.07 17,524,576 1.33 1,883,169 0.14 13,142,640

神奈川県 7,081,784 0.78 76,691 0.01 498,731 0.05 406,956 0.04 2,397,624 0.26 2,688,470 0.30 706,636 0.08 9,083,643

新潟県 2,753,850 1.17 88,296 0.04 125,406 0.05 256,607 0.11 1,339,858 0.57 430,451 0.18 337,812 0.14 2,361,133

富山県 1,755,894 1.60 34,178 0.03 101,703 0.09 163,552 0.15 729,992 0.67 179,476 0.16 367,907 0.34 1,094,827

石川県 2,164,127 1.86 68,384 0.06 93,106 0.08 220,429 0.19 615,111 0.53 368,434 0.32 421,055 0.36 1,163,089

福井県 1,485,524 1.83 53,984 0.07 106,039 0.13 212,122 0.26 551,909 0.68 149,469 0.18 268,770 0.33 810,552

山梨県 1,822,483 2.11 40,824 0.05 104,827 0.12 245,346 0.28 561,262 0.65 508,710 0.59 249,603 0.29 863,917

長野県 3,624,676 1.67 67,282 0.03 142,708 0.07 289,209 0.13 1,124,268 0.52 999,413 0.46 580,795 0.27 2,165,604

岐阜県 2,455,534 1.17 60,620 0.03 128,156 0.06 188,008 0.09 920,681 0.44 270,690 0.13 621,858 0.30 2,102,879

静岡県 4,086,022 1.07 91,744 0.02 190,918 0.05 323,182 0.08 1,379,017 0.36 969,297 0.25 640,445 0.17 3,809,470

愛知県 8,531,661 1.14 64,038 0.01 316,736 0.04 456,182 0.06 2,022,653 0.27 4,119,107 0.55 1,020,660 0.14 7,462,800

三重県 2,236,741 1.20 62,927 0.03 178,656 0.10 381,569 0.20 928,952 0.50 263,166 0.14 359,068 0.19 1,871,619

滋賀県 1,886,572 1.33 47,753 0.03 149,908 0.11 344,425 0.24 627,192 0.44 189,415 0.13 476,463 0.34 1,419,426

京都府 2,767,979 1.07 57,644 0.02 205,800 0.08 190,698 0.07 733,490 0.28 988,182 0.38 325,413 0.13 2,587,129

大阪府 13,770,096 1.55 248,380 0.03 522,334 0.06 250,261 0.03 2,491,018 0.28 9,140,895 1.03 684,493 0.08 8,873,698

兵庫県 7,386,994 1.31 103,009 0.02 286,903 0.05 453,404 0.08 2,311,157 0.41 3,215,415 0.57 537,411 0.09 5,660,302

奈良県 1,800,346 1.28 53,427 0.04 84,241 0.06 313,450 0.22 441,685 0.31 487,125 0.35 311,233 0.22 1,405,453

和歌山県 1,580,886 1.56 43,115 0.04 103,443 0.10 183,185 0.18 510,002 0.50 334,343 0.33 321,111 0.32 1,016,563

鳥取県 1,424,979 2.42 48,306 0.08 63,909 0.11 140,497 0.24 432,780 0.74 310,961 0.53 282,512 0.48 588,508

島根県 1,868,953 2.62 41,489 0.06 90,830 0.13 232,533 0.33 492,154 0.69 366,398 0.51 200,511 0.28 713,134

岡山県 2,345,823 1.21 59,678 0.03 148,568 0.08 84,400 0.04 979,323 0.50 393,088 0.20 250,900 0.13 1,946,083

広島県 3,542,962 1.23 79,391 0.03 307,285 0.11 173,452 0.06 1,245,974 0.43 1,045,562 0.36 383,055 0.13 2,873,603

山口県 2,879,426 1.99 106,284 0.07 219,174 0.15 299,174 0.21 844,691 0.58 920,445 0.64 392,024 0.27 1,447,499

徳島県 1,584,040 2.02 57,292 0.07 89,367 0.11 185,073 0.24 497,130 0.63 320,765 0.41 262,874 0.33 785,001

香川県 1,776,895 1.76 98,542 0.10 113,535 0.11 147,662 0.15 475,866 0.47 448,201 0.44 426,470 0.42 1,010,707

愛媛県 1,744,499 1.21 45,796 0.03 98,476 0.07 246,950 0.17 585,099 0.41 315,620 0.22 268,531 0.19 1,440,117

高知県 1,641,983 2.17 40,058 0.05 129,478 0.17 245,487 0.32 516,365 0.68 296,850 0.39 261,022 0.35 755,994

福岡県 5,291,088 1.04 167,642 0.03 282,459 0.06 246,411 0.05 1,820,565 0.36 1,966,540 0.39 531,176 0.10 5,105,427

佐賀県 1,484,510 1.74 83,909 0.10 46,791 0.05 157,414 0.18 420,793 0.49 417,926 0.49 236,728 0.28 853,341

長崎県 2,640,034 1.85 33,000 0.02 105,063 0.07 267,381 0.19 804,209 0.56 885,735 0.62 188,778 0.13 1,427,133

熊本県 2,309,216 1.27 99,805 0.05 127,192 0.07 209,476 0.11 908,995 0.50 534,001 0.29 259,083 0.14 1,825,361

大分県 2,267,460 1.89 63,638 0.05 83,365 0.07 255,806 0.21 810,240 0.68 581,972 0.49 192,194 0.16 1,199,401

宮崎県 2,120,991 1.86 45,445 0.04 104,146 0.09 132,765 0.12 618,605 0.54 631,177 0.55 320,089 0.28 1,141,559

鹿児島県 3,266,963 1.92 99,532 0.06 140,356 0.08 349,833 0.21 1,064,238 0.63 879,988 0.52 332,724 0.20 1,701,387

沖縄県 3,362,171 2.34 78,255 0.05 116,198 0.08 355,174 0.25 1,070,968 0.74 1,290,714 0.90 332,888 0.23 1,437,994

都道府県 191,566,816 1.49 4,025,591 0.03 9,882,706 0.08 14,321,177 0.11 63,243,014 0.49 65,508,429 0.51 20,910,876 0.16 128,373,879

データ出典：総務省公共施設状況調　平成24年度

主な公有財産
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現 在 高 年 度 末
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人口１
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年 度 末
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面積

その他の行政機関

その他の施設

人口１
人当延
面積

高等学校

人口１
人当延
面積

公共用財産

その他の施設

人口１
人当延
面積

年 度 末
現 在 高

本庁舎

人 口
１人当
延面積

２　都道府県別　人口1人当たり延床面積
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県名

警察施設
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３ 行財政計画の策定・取組状況 

 

策定時期 計画等の名称・内容 

平成 8年 1 月 ◆大阪府行政改革大綱（H7 から H9）   

【 分権時代の新たな行政システムをめざして 】 

○社会経済情勢が大きく変化する中で、府政運営のあらゆる分野において総点検

を行い、行財政運営基盤の再構築を図るため、その考え方を取りまとめたもの。 

平成 8年 8 月 ◆財政健全化方策（案）（H9 から H11） 

○財政健全化への取組み方策を取りまとめたもの。 

平成 10 年 9 月 ◆財政再建プログラム（案）（H11 から概ね 10 年間）  

○財政危機を早急に克服するとともに、「明日の大阪づくり」に向けて、新たな時

代の要請に柔軟かつ的確に対応できる弾力的で足腰の強い行財政体質を確立する

道筋を明らかにするため策定したもの。 

平成 13 年 9 月 ◆大阪府行財政計画（案）平成 13 年版（H14 から H23） 

○財政再建プログラム（案）の成果の上に立ち、施策・組織構造、行政運営シス

テム、職員意識など、従来の「右肩上がりの時代」の府政の殻を打ち破り、出資

法人改革や負の遺産の整理も含めた、府政の全面的な構造改革に取り組むため策

定したもの。 

平成16年11月 ◆大阪府行財政計画（案）【改定版】平成 16 年版（H17 から H23） 

【 地域主権の府政へ － 21 世紀の自治体経営モデル － 】 

○府が直面する課題に対応し、平成 19 年度の財政危機を確実に乗り越えることは

もとより、大阪再生を果たすには一層の取組みが必要であるため、平成 13 年 9 月

に策定した行財政計画(案）を改定したもの。  

平成18年11月 ◆大阪府行財政改革プログラム（案）（H19 から H23） 

【 赤字構造からの脱却、次世代負担の抑制へ 】※行財政計画（案）の追加取組 

○当面の財政危機にとどまることなく、持続可能な行財政構造をできるだけ早期

に確立できるよう、計画期間に実現をめざす新たな目標を設定し、さらなる行財

政改革を進めるため策定したもの。 

平成 20 年 6 月 ◆財政再建プログラム（案）（H20 から H22）  

【 「収入の範囲内で予算を組む」ことを徹底 】 

○平成 20年度から、(1)減債基金からの借入れをしない、(2)借換債の増発をしな

い、ことを前提に「収入の範囲内で予算を組む」ことを徹底し、すべての事務事

業、出資法人、公の施設についてゼロベースでの見直しを行うことにより、景気

変動に左右されやすい税収構造の下でも、将来にわたって自律的・安定的な行財

政運営を行い、財政健全化団体にならないよう、財政構造改革に着手するもの。 
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平成22年10月 ◆大阪府財政構造改革プラン（案）（H23 から H25） 

【 財政規律の堅持とあわせ、国の制度を改善し、自律的な財政構造を実現する。 】 

○10 年以上改革を続けても恒常的に財源不足が続くのはなぜなのか。こういう問

題意識から、平成 22年 4 月に公表した「財政構造等に関する調査分析報告書」で

は、自らの改革の手は緩めないこととあわせ、国の制度にも課題があることを明

らかにし、今後、自律的な財政構造を実現し、大阪府が地域主権をリードできる

よう、歳入歳出や公務員制度など自らの改革に取り組むことはもちろん、地方財

政や社会保障などについても国に提言を行い、財政構造改革の実現をめざす。「財

政再建プログラム（案）」の後継計画として策定したもの。 

平成 26 年 2 月 ◆平成 26 年度行財政改革の取組みについて 

○大阪府財政構造改革プラン（案）の計画期間は平成 25 年度で終了となるが、引

き続き厳しい財政状況の中、新たな大都市制度を実現するとの目標等を考慮し、

平成 26 年度はプラン（案）の改革の視点を承継した取組みを 1年間実施。 

平成 27 年 2 月 ◆行財政改革推進プラン（案）（H27 から H29） 

○これまでの改革の取組みを継承・発展させつつ、「強い大阪」の実現をめざし、

自律的な行財政マネジメントや新たな発想・視点からの行政展開を軸に、今後の

府の行財政運営改革の基本方針を示す。あわせて、直面する収支不足への対応を

はじめ、健全で規律ある財政運営の実現に向けた方向性を明らかにする。これら

により、新たな時代環境を見据え、広域自治体としての行財政基盤の充実・強化

をめざすもの。 

 



000000000 年 年 部 課

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 備考

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 （修繕内容、修繕率等）

0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 4 0 1 0 0 8 0 1 1 0 2 0 1 0 0 8 0 0

0 0 11 0 3 3 0 13 0 3 1 1 11 2 2 1 0 8 0 1 0 2 10 0 4 1 0 12 0 0

区分 既存仕様・型式

修
繕
周
期

更
新
周
期

最新
修繕
年

最新
更新
年

優先度 優先度 優先度 優先度 優先度

シート防水 1,000 ㎡ － 5 20 1988 2001 ○ ○ ○ ◎ ○ 破損部修理10%

複層仕上げ塗材 2,000 ㎡ － 8 15 1990 2002 ○ ◎ ○ トップコート再塗装100%

鋼製窓 100 ㎡ － 5 30 1995 2002 ○ ○ ○ ○ ○ 塗装100%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 2 0 0 1 0 2 0 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0

高圧ケーブル 地中6KVCVT38 100 ｍ 屋外 5 15 2000 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

区分開閉器
高圧気中開閉器
(AS)200A

1 台 屋外 15 27 2000 ○ ◎

屋内開放型主遮断器
高圧真空遮断器(VCB)
手動ばね式

1 台 1階 電気室 15 30 2000 ○ ◎

モールド変圧器 スコット30KVA 1 台 1階 電気室 15 30 2000 ○ ◎

その他 PT,CT,DS,SC等 1 式 1階 電気室 5 15 2000 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

非常用発電機
ディーゼル機関
200V80KVA

1 台 1階 発電機室 8 30 2000 ○ ○ ○ ◎

その他 油槽、付属設備等 1 式 1階 発電機室 8 30 2000 ○ ○ ○ ◎

充電器 制御、非常照明用 1 台 1階 電気室 10 20 2000 ○ ◎ ○

蓄電池 アルカリ,150Ah,86セル 1 式 1階 電気室 5 15 2000 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎

中央監視
設備

設備監視制御用 1 式 1階 中央監視室 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

受信機 自立型P型1級15回線 1 台 1階 事務室 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

感知器等 1 式 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

制御盤 自立複合型15回線 1 台 1階 事務室 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

感知器、レリーズ等 1 式 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

車いす兼用
ロープ式11人乗
750Kg60m/分7停止

1 基 5 25 2000 ○ ○ ○ ○ ◎ ○

小荷物用 ロープ式300Kg30m/分2停止 1 基 5 25 2000 ○ ○ ○ ○ ◎ ○

非常照明
設備

照明器具等 電源別置型 1 式 5 20 2000 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 7 0 0 0 0 2 0 1 0 0 7 0 0

0 0 11 0 0 2 0 12 0 0 0 0 11 2 0 0 0 5 0 0 0 2 9 0 0 0 0 9 0 0

受水槽 50t　FRP製 1 台 1B 機械室 10 30 2000 1980 ◎ ○ ○ （電極・ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ交換、14%）

高架水槽 25t　FRP製 1 台 PH 機械室 10 30 2000 1980 ◎ ○ ○ （電極・ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ交換、14%）

加圧給水装置 50φ×200l/min×20m 1 台 1F 機械室 7 20 2000 ○ ○ ◎ ○ （分解整備、71%）

鋳鉄製ボイラー 暖房能力500,000kcal/h 2 台 1F 機械室 10 30 1980 ◎ ○ ○ （ﾊﾞｰﾅｰ交換他、21%）

吸収式冷凍機 冷凍能力500,000kcal/h 1 台 1F 機械室 5 20 1980 ○ ○ ○ ◎ ○ （冷媒ﾎﾟﾝﾌﾟ等の分解整備、15%）

消火設備 消火ポンプ 1 台 1F 屋外 12 15 2000 ○ ◎ ○ ◎ （圧縮機交換、34%）

0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 2 1 0 3 0 0

2021

棟コード 目標耐用年数

施設名称

竣工年度 1980

2019 2020棟名称 本館 西暦（年度） 2017

●● ●●

●●事務所 竣工後年数 23 24 25 26 27

30 施設管理者

自動火災
報知設備

受変電設
備

修繕件数（○）

自家発電
設備

数量（単位）
機器設置場
所（階数・室

名）

更新件数（◎）

部位・機器

中長期保全計画（イメージ）

熱源設備

建築工事計

給水設備

修繕件数（○）

建築

電気
設備

引込設備

外部建具

屋根仕上げ

外壁仕上げ

 合　計
更新件数（◎）

防排煙連
動制御設
備

2018

直流電源
設備

機械工事計
更新件数（◎）

修繕件数（○）

昇降機設
備

電気工事計
更新件数（◎）

修繕件数（○）

機械
設備

４
中
長
期
保
全
計
画
（イ
メ
ー
ジ
）
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H29.○作成

施設名

【工事名称】

　外壁改修工事 建築 \○○○○○

【概要】 電気

機械

委託 \○○○○○

計 \○○○○○

【工事名称】

　電力貯蔵設備改修工事 建築

【概要】 電気 \○○○○○

機械

委託 \○○○○○

計 \○○○○○

【工事名称】

　受変電設備改修工事 建築

【概要】 電気 \○○○○○

機械

委託 \○○○○○

計 \○○○○○

【工事名称】

　昇降機改修工事 建築

【概要】 電気

機械 \○○○○○

委託 \○○○○○

計 \○○○○○

【工事名称】

　空調衛生設備改修工事 建築 建築

【概要】 電気 電気

機械 機械 \○○○○○

委託 \○○○○○ 委託 \○○○○○

計 \○○○○○ 計 \○○○○○

工事内訳

\○○○○○

修　繕　実　施　計　画（イメージ）

2017

2

20212018

○○○○

改　修　年　度
No

\○○○○○

工事

実施設計・工事

実施設計

実施設計・工事

\○○○○○ \○○○○○合　　計

5

¥0

空調設備、排水設備改修工事

4

3

1
外壁及び外部建具改修工事一式

・昇降機の全撤去リニューアル
（群管理不要、全撤去リニューアル適応）

非常照明、操作・制御用蓄電池の更新一式

・変圧器*4、真空遮断器*2、断路器*2、
LBS*1
・高圧引込みケーブル更新
・高圧母線更新
・故障計器の更新

2019 2020

実施設計・工事

実施設計・工事

５
修
繕
実
施
計
画
（
イ
メ
ー
ジ
）
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予防保全等の実施サイクル 

※対象は一般会計の財産（建物）。また、建替えは、総量最適化のフローにより検討後、所管課が個別に予算要求。 

行

動 
財産活用課 公共建築室 施設所管課 財務部関係課 

公安委員会・教育委員会 
庁舎管理課・都市整備部 

 
初

期 

     

 
計

画 
 

     

 
実

施 
 

     

 
確

認 

     

 
反

映 
 

     

 

中長期保全計画の見直し 
・長期的には改修実績と費用効果

の分析 
・次年度中長期保全計画作成 

６
 
予
防
保
全
等
の
実
施
サ
イ
ク
ル
 

日常点検研修実施・点検マニュアル作成・相談窓口設置 

劣化度調査項目の選定、技術的助言 法定点検・劣化度調査実施 

日常点検実施 

中長期保全計画の作成 
・劣化度に応じた保全計画 
・改修実施時期の優先度を提示 

技術的助言 

（提示） 

修繕実施計画の作成 
・施設の利用状況 
・将来の運営方針 
・改修の優先順位付け （調整） （提示） 

施設所管課が策

定した修繕実施

計画をもとに、

次年度に着手す

る工事を財務部

で調整 
修繕実施計画に基づ

いて予算要求 

法定点検・ 
劣化度調査実施 

日常点検実施 

改修依頼 

日常点検研修実施・点検マニュアル作成・相談窓口開設 

技術的助言 

中長期保全計画の見直し 
・長期的には改修実績と費用効果

の分析 
・次年度中長期保全計画作成 

台帳システム開発 

技術的助言 

（審査） 

システムの保全 
・データ管理、入力状況確認 
・改修履歴等の入力 

日常点検実施 

修繕実施計画に基づ

いて予算要求 

法定点検・劣化度調査実施 

中長期保全計画の作成 
修繕実施計画の作成 
・劣化度に応じた保全計画 
・施設の利用状況 
・将来の運営方針 
・改修の優先順位付け 

改修実施 

データ入力 

改修実施 

日常点検実施 

法定点検・ 
劣化度調査実施 

データ入力 
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チェック

チェック

① 法令上、都道府県に必置の施設である。

② 府の施策と密接な関連のある施設である。

③
行財政計画、施設類型別計画等の行政計画において
府が維持していく方針、必要性が位置づけられている。

④ 府民の安心・安全のために必要な施設である。

現況 ２０年後（予測）

② 他施設への移転が可能である。

チェック

建
替
え

ＰＦＩ等の民間手法を活用できる可能性がある。

利用者　　　　　（単位：人）

必要延床面積　（単位：㎡）

人口減少社会、将来のニーズを踏まえ施設の規模

施設所管課　：

索 引 番 号　：

担　当　者  ：                                                      　　　　　　　 (内　線：　　　　　　　　)

具体的内容を記載

財　産　名　　：

７　築後５０年目の施設の活用方針に関するチェックシート（イメージ）

点検項目

点検項目

点検項目

有
効
活
用
度

適
正
規
模

必
要
性

　【２】　施設の必要性から、適正規模を点検

　【1】　施設の劣化度を調査し、大規模改修により築後７０年以上使用可能かを点検

２．府の施策、個別施設計画、府民の安心・安全面（※①、③については、条例や計画等の該当部分をご提出ください。）

具体的内容を記載

　（減損の数値）

　（根拠法令）

　（関連する府の事業名）
　（施設が担う役割）

　（行政計画名）
　（計画での施設の位置付け）

施　設　名　　：

Ⅳ 売却

Ⅲ 集約化
・貸付

Ⅳ 移転

Ⅲ 転用

府内人口　　　(単位：千人)

　（施設移転可否の理由）

　（試算内容）

具体的内容を記載

　（試算内容）

　予防保全（大規模改修）を行い、維持

　施設規模を縮小し、減築

　現状規模で建替え

耐震性能の確認状況

〇：適合・改修済（平成　　　年度改修）

×：不適合

△：未調査

Ⅱ 建替え

１．老朽度評価

「減損の兆候を判断する指標」

２．民間手法（ＰＦＩ等）導入の検討

大規模改修より建て替えるほうが妥当である。

①

　（安心・安全面での府民への関与状況）

３．人口減少社会、将来ニーズによる施設規模の適切性の検討

　【３】　【１】、【２】を踏まえた建替えの検討

１．建替えの検討

施
設
性
能

１．有効活用度評価

理由・考え方・意見

継続協議

活用方針

Ⅱ 減築

Ⅰ 維持

検討結果

　継続して点検を実施し、点検結果がでるまで事後保全

　施設の空きスペースに他の施設を集約又は第三者へ貸付

　施設を廃止し、売却

　施設の役割（機能）を廃止し、新たなニーズに対応するため転用

　他の施設の空きスペース等に移転

8
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（※１） 取得価格が１億円以上の行政財産。 
（※２） 建替えは複合化を含む。 
（※３） 「減損の兆候を判断する指標」を一つの目安とする。 
（注１） 上記フローとは別に、築後 50 年目の施設については、施設の必要性や劣化

状況に基づいて、将来的な方向性を検討。 
（注２） 築後 70 年未満の建替えについては基本方針Ｐ30「ウ 更新にあたっての検

討」で検討。 

民間手法導入 
メリット有 

総量最適化、有効活用に向けた建物（施設）の点検のフローチャート 

有効活用度(※3)が高い 

築後７０年未満 

府の施策、個別施設計画の位置付け上不要且つ 

府民の安心・安全を守るため必要な施設でない 

有効活用度が高い 

人口減少社会、将来ニーズによる施設規模の適切性の検討 

建替えの検討（※２） 

建物（施設）（※１） 

有効活用度が低い 

築後７０年以上 

府の施策、個別施設計画、府民の安心・安全面での検討 

維持 

再生（維持） 

再生による継続
使用の方が有利 

建替え（民活導入） 

民間手法（ＰＦＩ等）導入の検討 

民間手法導入 
メリット無 

建替えの方が有利 

他の施設を集約
することが可能 

統合（集約化） 転用 有効活用（貸付） 売却 統合（移転） 

高齢化等新たな
ニーズに対応可 

売却による 
歳入確保が有効 

スペースの 
有効活用が可能 

財産活用課 
（４月） 

財産所管課 

（５～６

月） 

財務部 
（７月） 

財務部で連携し、財産所管課の検討案を確認 

有効活用に向けた取組 

利用率向上
方策検討 

新たな活用方策の検討 有効活用方策の検討 余剰地 現施設 

維持 有効活用 建替え 

府の施策、個別施設計画の位置付け上必要又は 

府民の安心・安全を守るため必要な施設である 

現状規模維持 
（余剰地無） 劣化度が激しい施設である 

他の施設に移転
することが可能 

減築可能 
（余剰地創出） 

建替え or再生の検討 
（70年フルコスト経費削減効果試算） 

財産所管課 
（８月

建替え 

【統合・転

用は財産活

用課と検

討】 

８
 
総
量
最
適
化
、
有
効
活
用
に
向
け
た
建
物
（
施
設
）
の
点
検
の
フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト

 



９　総量最適化・有効活用及び長寿命化のスキーム

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

　点検内容等協議
財務部ワーキンググループで、各施設について、
点検すべき内容等を協議

　全庁周知

FM推進会議開催 　今年度の計画を説明

　根拠資料調査 　シート作成に関連して各部へ依頼

　ヒアリング・協議

　シートの記載内容とFM基本方針及び施設類型
　別計画（学校・警察施設）等の整合性を点検

財務部ワーキンググループで、ヒアリングに向け
「シート」の記載内容を議論

　現地調査 　選定施設の活用状況等現地確認

　施設所管課へのヒアリング

　ヒアリング後に、特に、将来の利用状況や活用
　方針について各部協議

財務部ワーキンググループで、活用方針とりまと
め

　評価指標による「有効活用」の点検

　低利用施設(「減損の兆候を判断する指標」数値が0.8未満の施設)を抽出

　各部の取組み状況を点検・ヒアリング・現地調査・点検結果のまとめ

　法定・日常点検

　点検・診断結果システム入力

　策定済の中長期保全計画のフォローアップ

　基本設計・実施設計・工事（集約廃止等の場合は撤去）

　改修等履歴システム入力

項　目
ｎ年度

　予算要求

　改修等実施

　施設選定・点検内容等協議

　調査依頼

長
寿
命
化

　事前調査

　ヒアリング・
　協議

　点検・診断

　計画策定

総
量
最
適
化
・
有
効
活
用

財
務
部
評
価(

活
用
方
針
案）

を
各
部
へ
提
示

活

用

方

針

と

り

ま

と

め

・

公

表

予算要求

中期保全計画等 策定済分

ｎ年度工事分

ｎ年度分

予算要求用概算
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１０ 本方針策定までの流れ 

 

■本府の主な動向 

 

平成 26 年 10月 30日 

 

 

 

 

平成 27 年 2月 

 

 

 

平成 27 年 3月 19 日 

 

平成 27 年 4月 

 

平成 27 年 5月 13 日 

 

 

 

 

平成 27 年 7月 13 日 

 

平成 27 年 8月 31 日 

 

平成 27 年 9月 1日 

   ～ 9 月 30 日 

 

 

・ファシリティマネジメントの推進に向けた検討を行うため、行政改革課、財

政課、財産活用課、公共建築室を中心として庁内関係課で構成するワーキン

ググループを設置 

・第 1回ワーキンググループ会議を開催 

 

・『行財政改革推進プラン（案）』（平成 27 年 2 月）において、「ストックの活

用」として、「公共施設等の最適な経営管理（ファシリティマネジメント）

の推進」を位置づけ（別添「行財政改革推進プラン（案）」抜粋参照） 

 

・第２回ワーキンググループ会議を開催 

 

・財務部財産活用課にファシリティマネジメントプロジェクトチームを設置 

 

・ファシリティマネジメント基本方針の策定に向けた検討を行うため、庁内関

係課で構成する｢ファシリティマネジメント推進会議｣を設置（別添「ファシ

リティマネジメント推進会議設置要綱」参照） 

・第 1回ファシリティマネジメント推進会議を開催 

 

・第２回ファシリティマネジメント推進会議を開催 

 

・大阪府戦略本部会議を開催 

 

・パブリックコメント（府民意見等の募集）を実施 
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■国の主な動向 

 

平成 25 年 6月 14 日 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 11 月 

 

 

 

 

 

平成 26 年 4月 22 日 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年 6月 24 日 

 

 

 

平成 26 年 8月 29 日 

 

○『経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～』閣議決定 

・「インフラの老朽化が急速に進展する中で、『新しく造ること』から『賢く

使うこと』への重点化が課題である」と記載 

 

○『日本再興戦略－JAPAN is BACK－』閣議決定 

・「国、自治体レベルの全分野にわたるインフラ長寿命化計画（行動計画）を

策定する」と記載 

 

○『インフラ長寿命化基本計画』インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁

連絡会議においてとりまとめ 

・地方公共団体において、本基本計画に基づきインフラ長寿命化計画（行動

計画）及び個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）を策定する旨記

載 

 

○『公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について』総務大臣からの要

請（別添｢公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について｣参照） 

○『公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定について』総務省

通知（別添「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定につい

て」参照） 

・地方公共団体に対して、公共施設等総合管理計画（インフラ長寿命化計画

（行動計画）に該当）の策定要請 

 

○『経済財政運営と改革の基本方針 2014』閣議決定 

・「地域における公的施設について、国と地方公共団体が連携し国公有財産の

最適利用を図る。」と記載 

 

○『国と地方公共団体が連携した地域の国公有財産の最適利用について』総務

省通知 

・地方公共団体に対して、公共施設等総合管理計画の策定にあたり、国と連

携した国公有財産の最適利用についても検討を要請 

 
 
■各都道府県等の動向 

 各都道府県等の公共施設等総合管理計画策定取組状況については、別添「公共施設等総合管理計画策

定取組状況等に関する調査（結果の概要）」（総務省調査）のとおり。 

 



■ 公共施設等の最適な経営管理（ファシリティマネジメント）の推進
○ 府は道路等の都市基盤施設（インフラ）をはじめ、多くの公共施設等を保有しており、⾼度経済成
⻑期に建設された施設等がこれから⼀⻫に建替時期を迎えます。このうち建物については、今後10年
間で、建築後50年を経過するものが全体の約4割を占めることになります。また今後、⼈⼝の減少や構
造の変化により利⽤需要が変化することも予想されます。そのため、公共施設等の計画的な修繕・建替
えや利⽤需要に応じた有効活⽤を図る必要があります。

○ 限られた財源の中で、これらの課題に対応するために、先⾏して取り組んでいるインフラや府営住宅等
と併せ、その他の公共施設等についても、 ⾏政サービスの向上に努めながら、できる限り少ない経費で最
適な経営管理をトータルで⾏う、いわゆるファシリティマネジメントを推進します。

（１） 事業重点化（組み換え）の推進
② ストックの活⽤

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

H26 H31 H36 H41 H46

延床⾯積（㎡）

建替時期（年度）

公共施設等（建物）の建替時期別延床⾯積（平成26年3⽉末現在）

築年数 50 40 30  

建替費⽤負担のピークを回避するために、
建物の⻑寿命化と建替時期の分散によ
る財政負担の平準化が必要

今後10年間で建築後50
年を経過する建物は全体の
約4割を占める（※）

『行財政改革推進プラン（案）』
（Ｈ２７．２）抜粋

13



（１） 事業重点化（組み換え）の推進
② ストックの活⽤

【具体的取組】
・ 財産の基本情報（公有財産台帳）のほか
保全情報等のデータ把握・⼀元的管理
・ 『ファシリティマネジメント基本⽅針』（仮称）
の策定
・ 基本⽅針に基づくマネジメントの実施

公共施設等（建物）類型別の延床⾯積（平成２６年３⽉末現在）

区分 延床面積（㎡） 例 ⽰

公共⽤財産
公営住宅 9,064,095 
学校 2,495,157 
その他 757,948 福祉施設、体育館など

⾏政機関
警察施設 518,578 
本庁舎 253,613 
その他 243,659 保健所、府税事務所など

その他 458,060 ポンプ場など
合 計 13,791,110 

《ねらい（効果）》
◇ ⻑寿命化
○ 施設等をできる限り⻑期にわたり安全・安⼼に利⽤できるよう、計画的に管理・修繕（予防保全）、
⻑寿命化することによって、施設等の建設や維持管理等に要する総費⽤（ライフサイクルコスト）の縮
減と、施設等の建替時期の分散による毎年度の財政負担を平準化します。

◇ 総量最適化、有効活⽤
○ 公共施設等の劣化や利⽤状況等を把握しながら、既存施設等の有効活⽤（組み換え）や総量
の最適化を図ることによって、必要とされる規模への適正化・縮⼩や低未利⽤財産の有効活⽤・売却
などにより、新たな施策展開につなげます。
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ファシリティマネジメント推進会議設置要綱 

 
（目的） 
第１条 大阪府が所有する公共施設等の計画的な修繕・建替えや利用需要に応じた有効活

用を図るファシリティマネジメントを推進するため、ファシリティマネジメント推

進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 
 
（所掌事務） 
第２条 推進会議は、次の事項を協議する。 
 (１)公共施設等のファシリティマネジメントの基本方針に関すること。 
 (２)基本方針に基づいたマネジメントに関すること。 
２ 前項第 1 号に基づき、推進会議において、その検討の対象とする施設は、次の各号に
該当するものとする。 

 (１)大阪府が所有するすべての建物。 
 (２)大阪府が所有する道路、河川、下水道、港湾、漁港、農道、ため池等のインフラ資産。 
 (３)その他、議長が特に検討の必要があると認めるもの。 
 
（組織等） 
第３条 推進会議は、別表に掲げる職にある者をもって構成する。 
２ 推進会議に議長をおくこととし、議長は財務部副理事の職にある者をもって充てる。 
３ 議長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 
４ 議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名した者がその職を代理する。 
５ 議長は、必要に応じ、事案に関係のある職員の出席を求めることができる。 
 
（下部組織） 
第４条 議長が必要と認めるときは推進会議のもとに連絡員会議を置くことができる。 
２ 議長が必要と認めるときはワーキンググループ等を設置することができる。 
 
（事務局） 
第５条 推進会議の事務局は、財務部財産活用課に置く。 
 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営等に関し必要な事項は、別に定め

る。 
 附 則 
 （施行期日） 
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１ この要綱は、平成 27年 5月 13日から施行する。 
 この要綱は、平成 27年 7月 1日から施行する。 
 この要綱は、平成 27年 10月 29日から施行する。 
この要綱は、平成 28年 4月 25日から施行する。 
この要綱は、平成 29年 4月 20日から施行する。 
この要綱は、令和元年 5月 31日から施行する。 
この要綱は、令和 3年 5月 7日から施行する。 
この要綱は、令和 3年 11月 1日から施行する。 

別表 

部局 構成員 
危機管理監 危機管理室 防災企画課長 

政策企画部 政策企画総務課長 

総務部 庁舎室 庁舎管理課長 

 庁舎室 庁舎整備課長 

財務部 財政課長 

行政経営課長 

税務局 税政課長 

財務部副理事（財産活用課） 

府民文化部 府民文化総務課長 

福祉部 福祉総務課長 

健康医療部 健康医療総務課長 

商工労働部 商工労働総務課長 

環境農林水産部 環境農林水産総務課長 

都市整備部 都市整備総務課長 

 事業管理室 事業企画課長 

大阪港湾局 泉州港湾・海岸部 総務運営課長 

泉州港湾・海岸部 事業推進課長 

建築部 建築総務課長 

住宅経営室 施設保全課長 

公共建築室 計画課長 

教育庁 教育総務企画課長 

施設財務課長 

警察本部 施設課長 

 交通規制課長 
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１１ 「新・府有建築物耐震化実施方針」（令和３年１２月改訂）概要 
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 ※ 予防保全の対象：その部位の不具合・故障が建物全体の機能不全や長期使用に影響を及ぼすため、問題が生じる前に

計画的に保全し、性能・機能を所定の状態に維持するもの。（例：屋上防水、外壁、受電設備等） 

（算出の前提条件） 

(イ) 予防保全 

① 現状の施設規模や地方債制度等が維持・継続されるものとして計上。 

② 保全対象の各部位について、ファシリティマネジメントの観点から更新周期を設定。 

③ 予防保全の対象について、劣化度調査により「概ね良好」から「緊急修繕対応もしくは次年度以降の
対応必要」まで４段階に分類。 

④ 分類の結果、緊急性を要するもの等を初年度から２～３年で改修等を実施。以降②の周期に緊急度・
優先度を勘案して、経費及び財源を見込む。 

⑤ 平成３０年度調査対象施設については一部、調査途中であることから、平成２８・２９年度に調査済
分の実績から勘案して計上。 

 (ロ) 建替え 

 築後７０年目に同一規模で建替えるものとして計上。 

 
 
 
 

 
※ 事後保全の対象：不具合・故障が生じた後に改修等を行い、性能・機能を所定の状態に戻すもの。（例：内部仕上、

照明器具、衛生器具等） 

(ハ) 事後保全 

   本来、不具合・故障が発生した時点で、不具合・故障箇所を限定的に更新するものであるが、不具合

等の数量や発生時期の予測が困難なことから、所定の更新時期を目安に全数更新するものとして計上。

今後発生の傾向がつかめた段階であらためて取り扱いを検討することとし、当面は毎年度の予算編成に

おいて対応を検討する。 

 

 

 

 

 (ニ) 1,000 平方メートル未満 

    現段階では中長期保全計画が未策定であることから、平成２７年度に採用した総務省の試算ソフトに

より算出。今後、劣化度調査等を行った後(イ)(ハ)に振り分ける。 
 

（経費縮減の取組み等） 

○ 今後とも少子高齢化の進展や児童生徒数の減少等、人口動態の変化による個々の施設の需要見込みを踏

まえ、総量最適化・有効活用の取組みにより施設保有量を縮減し、事業費(維持管理コスト)の抑制や跡地売

却等により財源確保を図る。 

○ 現在実施中の災害復旧工事等においても、除却費に適用できる地方債を有効に活用し、一般財源の負担

低減に努める。 

 

（単位：億円）

H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

268 268 246 210 270 215 212 224 215 201 233/年 175/年 148/年
(イ) 地方債 97 151 138 80 81 80 80 84 87 78 96/年 65/年 53/年

一　財 171 117 108 129 189 135 132 140 128 124 137/年 110/年 95/年

4 4 8 25 18 18 32 37 21 30 20/年 106/年 252/年
(ロ) 国庫･地方債 3 3 6 20 14 15 26 30 17 25 16/年 86/年 207/年

一　財 1 1 2 5 4 3 6 6 4 5 4/年 20/年 45/年

272 272 254 234 288 233 244 260 236 232 253/年 281/年 400/年
国庫･地方債 100 154 144 101 95 95 106 114 104 103 112/年 151/年 260/年
一　財 172 119 110 134 193 138 139 146 132 129 141/年 130/年 140/年

　

項目 内訳 10年平均 20年平均 30年平均

事業費

財源

予防保全
1,000㎡以上

事業費

財源

事業費

財源

建替え
(築後70年目)

(イ)　+　(ロ)
計

　　　注：仮設費等(足場 ·杭工事等)は含まない

（参考） （単位：億円）

H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

244 244 244 244 244 244 244 244 244 244 244/年 141/年 138/年
(ハ) 地方債 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103/年 54/年 49/年

一　財 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141 141/年 87/年 89/年

項目 内訳 10年平均 20年平均 30年平均

事業費

財源

事後保全
1,000㎡以上

（単位：億円）

H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度 H37年度 H38年度 H39年度 H40年度 H41年度
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

62 57 63 48 109 69 43 45 49 45 59/年 43/年 39/年
(ニ) 地方債 30 27 25 20 75 33 19 19 21 20 29/年 19/年 17/年

一　財 32 30 38 29 34 36 24 26 27 25 30/年 24/年 22/年

項目 内訳 10年平均 20年平均 30年平均

1,000㎡未満

事業費

財源

１２ 中長期的な経費等見込みの概算（推計）（平成 31 年 2 月） 



58 
 

 

平成２７年度試算との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度試算（更新費用試算ソフト等による）での当初１０年間にかかる年平均

費用は、５０年更新（建替え）の場合 約９９５億円/年、同７０年更新の場合 約３７５

億円/年であったのに対し、今年度（平成３０年度）劣化度調査を踏まえて得られた見込

額では 約５５５億円/年となり、平成２７年度試算の７０年更新を上回ったものの、５

０年更新の約半分、かつ２０２４年度に予想された事業費のピークを回避できる結果と

なった。 

 

なお、今回の見込額 約５５５億円/年のうち、計画的な財源確保が求められる「予防

保全対象経費」については約２３３億円/年であり、その財源内訳は、現在の地方債制度

が継続されれば、一般財源が約１３７億円、地方債が約９６億円と推計される。 

 

今後、必要額を「財政状況に関する中長期試算（粗い試算）」に計上するとともに、事

業費の精査や設計・工事等の執行体制を調整し、２０２０年度から予防保全型の維持管

理に移行する。 

平成２７年度試算と平成３０年度経費見込みの比較＜各項目で億円未満を四捨五入している。＞

　　　〇平成２７年度試算（５０年更新）

　　　〇平成２７年度試算（７０年更新）

　　　〇平成３０年度経費見込み（７０年更新）

３０年平均 約577.4億円／年

平成４２～５１年度
（２０３０～２０３９年度）

平成５２～６１年度
（２０４０～２０４９年度）

３０年平均 約495.8億円／年

約２兆７７８．３億円約699.8億円／年

約692.6億円／年３０年平均

２０年平均

平成３２～４１年度
（２０２０～２０２９年度）

平成４２～５１年度
（２０３０～２０３９年度）

平成５２～６１年度
（２０４０～２０４９年度）

１０年平均

３０年合計

約375.3億円／年

２０年平均

約995.2億円／年

平成３２～４１年度
（２０２０～２０２９年度）

約316.1億円／年

約１兆４，８７４．３億円

３０年合計

約404.4億円／年 約678.3億円／年１０年平均

平成３２～４１年度
（２０２０～２０２９年度）

平成４２～５１年度
（２０３０～２０３９年度）

平成５２～６１年度
（２０４０～２０４９年度）

３０年合計

約796.1億円／年

約345.7億円／年

１０年平均 約555.3億円／年 約374.9億円／年 約802.0億円／年

約１兆７，３２２．３億円

◇　平成３０年度の経費見込みは、一定規模以上の建物の劣化度等調査の結果を踏まえ総務省の策定指針に基づき３０年間で行っている

２０年平均 約465.1億円／年

◇　平成３０年度の経費見込みは、工事内容により生じうる経費（足場費用、仮設費用、杭工事など）は含んでいない

◇　平成２７年度の試算は、平成３０年度の経費見込みと比較するため物昇・消費税率を考慮

◇　上記は、大阪府都市基盤施設長寿命化計画に基づき取組みが進められる施設を除く一般会計の建物について試算している



警察施設

本部庁舎・警察署

交番・駐在所

待機宿舎

交通安全施設

府立学校施設長寿命化整備方針に基づく事業実施計画

道路施設 道路施設長寿命化計画

河川施設
河川管理施設長寿命化計画
   土木構造物編/設備編

公園施設 公園施設長寿命化計画

港湾施設
港湾・海岸施設長寿命化計画
　 土木構造物編/海岸設備編

下水施設 下水道施設長寿命化計画

自然公園施設

治山施設

林道施設

排水処理施設等

花の文化園

土地改良施設

漁港・海岸施設

市場施設

農業公園施設
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環境農林水産施設

大阪府環境農林水産施設長寿命化計画

万博記念公園施設 万博記念公園改修計画

都市基盤施設 大阪府都市基盤施設長寿命化計画

施設類型 個別施設計画

大阪府警察施設類型別計画

本庁舎
その他

大阪府ファシリティマネジメント基本方針に基づく
個別施設計画

１３　個別施設計画一覧

学校
府立学校施設長寿命化整備方針

府営住宅 大阪府営住宅ストック総合活用計画



総合管理計画 個別施設計画

公立大学法人大阪
『ファシリティマネジメント基本方針』（公共施設等
総合管理計画）

公立大学法人大阪
ファシリティマネジメント基本方針に基づく個別施設計画

地方独立行政法人大阪府立病院機構
『ファシリティマネジメント基本方針』（公共施設等
総合管理計画）

地方独立行政法人大阪府立病院機構
「ファシリティマネジメント基本方針」に基づく個別施設計画

地方独立行政法人大阪産業技術研究所和泉センター
『ファシリティマネジメント基本方針』（公共施設等
総合管理計画）

地方独立行政法人大阪産業技術研究所和泉センター
ファシリティマネジメント基本方針に基づく個別施設計画

地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所
『ファシリティマネジメント基本方針』（公共施設等
総合管理計画）

地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所
ファシリティマネジメント基本方針に基づく個別施設計画

※大阪健康安全基盤研究所（策定中）

１４　地方独立行政法人のファシリティマネジメント基本方針等一覧
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１５ 施設保有量の推移

■施設類型別施設数推移
H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

本庁舎 9 10 10 9 9 9 9
警察施設 788 786 777 775 777 768 764
学校施設 172 172 184 184 184 184 184
府営住宅 309 309 304 303 300 300 297
市場施設 1 1 1 1 1 1 1
その他 482 484 487 473 466 463 458
合計 1,761 1,762 1,763 1,745 1,737 1,725 1,713

■施設類型別延床⾯積推移（千㎡）
H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

本庁舎 254 254 254 240 240 240 240
警察施設 687 703 704 694 702 682 677
学校施設 2,482 2,489 2,589 2,583 2,583 2,599 2,588
府営住宅 8,343 8,403 8,209 8,220 8,233 8,287 8,032
市場施設 135 135 135 135 135 135 135
その他 1,322 1,308 1,342 1,333 1,262 1,242 1,221
合計 13,223 13,291 13,232 13,206 13,155 13,185 12,893

9 10 10 9 9 9 9

788 786 777 775 777 768 764

172 172 184 184 184 184 184

309 309 304 303 300 300 297

1 1 1 1 1 1 1

482 484 487 473 466 463 458
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本庁舎 警察施設 学校施設 府営住宅 市場施設 その他

（施設数）

254 254 254 240 240 240 240

687 703 704 694 702 682 677

2,482 2,489 2,589 2,583 2,583 2,599 2,588
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本庁舎 警察施設 学校施設 府営住宅 市場施設 その他

（千㎡）
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■会計区分別施設数
H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

⼀般会計 1,412 1,409 1,417 1,398 1,395 1,382 1,373
府営住宅事業特別会計 312 312 306 305 302 302 299
⽇本万国博覧会記念公園事業特別会計 1 1 1 2 2 2 2
港湾整備事業特別会計 6 7 7 7 5 5 5
箕⾯北部丘陵整備事業特別会計 3 3 2 2 2 3 3
⼤阪府流域下⽔道事業会計※ 26 29 29 30 30 30 30
⼤阪府中央卸売市場業企業会計 1 1 1 1 1 1 1
合計 1,761 1,762 1,763 1,745 1,737 1,725 1,713

■会計区分別延床⾯積（千㎡）
H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

⼀般会計 4,338 4,331 4,465 4,425 4,426 4,404 4,366
府営住宅事業特別会計 8,344 8,403 8,209 8,221 8,234 8,287 8,033
⽇本万国博覧会記念公園事業特別会計 54 60 60 62 62 61 61
港湾整備事業特別会計 98 104 103 103 38 38 38
箕⾯北部丘陵整備事業特別会計 2 1 1 1 1 1 1
⼤阪府流域下⽔道事業会計※ 251 256 259 259 259 259 259
⼤阪府中央卸売市場業企業会計 135 135 135 135 135 135 135
合計 13,223 13,291 13,232 13,206 13,155 13,185 12,893
※平成30年度に企業会計へ移⾏
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港湾整備事業特別会計 箕⾯北部丘陵整備事業特別会計 ⼤阪府流域下⽔道事業会計

⼤阪府中央卸売市場業企業会計

（施設数）

4,338 4,331 4,465 4,425 4,426 4,404 4,366

8,344 8,403 8,209 8,221 8,234 8,287 8,033
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98 104 103 103 38 38 38
2 1 1 1 1 1 1

251 256 259 259 259 259 259
135 135 135 135 135 135 135
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⼀般会計 府営住宅事業特別会計 ⽇本万国博覧会記念公園事業特別会計
港湾整備事業特別会計 箕⾯北部丘陵整備事業特別会計 ⼤阪府流域下⽔道事業会計
⼤阪府中央卸売市場業企業会計

（千㎡）
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■規模別施設数及び規模別延床⾯積推移

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
100㎡未満 778 776 772 766 764 761 762 37 37 37 37 37 37 37
100㎡〜 188 191 188 184 184 185 183 38 38 38 38 38 38 37
500㎡〜 54 54 51 53 53 50 49 39 39 37 39 39 37 36
1,000㎡〜 55 56 56 56 54 50 45 80 81 82 82 80 73 66
2,000㎡〜 49 45 46 45 45 44 42 121 111 114 111 111 108 104
3,000㎡〜 61 64 65 64 64 62 62 209 220 224 220 221 214 215
4,000㎡〜 37 37 37 36 35 35 35 167 167 167 162 158 159 159
5,000㎡〜 107 107 117 113 113 111 111 762 762 835 805 805 791 789
10,000㎡〜 153 151 156 154 153 154 156 2,013 1,989 2,048 2,022 2,007 2,020 2,047
15,000㎡〜 91 92 87 86 87 88 86 1,536 1,554 1,468 1,451 1,470 1,485 1,451
20,000㎡〜 138 139 140 138 132 133 133 4,235 4,277 4,345 4,264 4,035 4,080 4,084
50,000㎡〜 41 41 39 41 44 43 41 2,818 2,849 2,700 2,826 2,997 2,974 2,835
100,000㎡以上 9 9 9 9 9 9 8 1,168 1,166 1,139 1,149 1,158 1,170 1,033
合計 1,761 1,762 1,763 1,745 1,737 1,725 1,713 13,223 13,291 13,232 13,206 13,155 13,185 12,893

施設数 延床⾯積（千㎡）施設区分
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■有形固定資産減価償却率の推移
H27 H28 H29 H30 R1 R2

有形固定資産減価償却率 53.5% 54.7% 56.0% 57.2% 58.5% 58.0%
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１６ 有形固定資産減価償却率の推移
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